
CCS事業の早期普及に向けた要検討事項（費⽤補填の仕組、海外CCS追及）
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貯留後の責任の在り⽅検討

• NDCに利⽤可能、⼆重計上回避
• 温対法・⾼度化法・改正省エネ法に利⽤可能
• GHGプロトコルなどに利⽤可能
• 現⾏のJCMの枠組みに限る必要もない

• ロンドン議定書への対応（海底）
• 海底以外の場合の対応（陸域、陸→海底パイプライン）
• その他と合わせた体系化（廃棄物処理法・外為法等）

• ⽇本のCO2の責任の受け⼿と移転先
（相⼿国 or ⽇本︖費⽤等とのバランスか）

• 相⼿国への責任移転の条件が、国内CCSよりも
劣後する場合、ギャップを⽇本政府が補償するな
どの仕組み

• 回収・輸送・地下貯留のCAPEX・OPEX・
IRRをカバー

• 国内／海外CCSいずれにも適⽤
• 回収・輸送・地下貯留への⽇本企業出資
は必須としないが、加点評価

• ⽇本国内でCCS事業を普及させるための
補助・⽀援とは分けて整理

• 国内ブルー燃料製造やCO2回収⽕⼒など
では、他⽀援制度との棲み分けは要整理

国内CCS
普及⽀援

海外CCSへの関与の意義
 CO2貯留先の確保（量）
 事業蓋然性の違い（早さ、事業条件、社会受容性）
 CCS先ポートフォリオ形成による競争⼒/交渉⼒確保

他にも、資源国から⾒たScope 3削減を⾏うことにより相⼿国との資源外
交関係を強められるケースや、海外CCSの事業形態を把握しておくことで
国内事業のガラパゴス化を避けられる可能性などもあろう

• ⽇本で排出されるCO2をより多く早く確実に削減する為に、海外CCSも積極的に活⽤できる仕組みが必要。⾜元CCS開発は他国が先⾏。
アジアの脱炭素化における⽇本のリーダーシップ発揮や、CCSポートフォリオ形成を通じたCCS単価削減や交渉⼒にもつながり得る。

• 政府に検討をお願いしたい事項を①資⾦⾯、②制度⾯に分けて以下概念図上で整理する。（実際の費⽤やCO2の流れは図と異なるケースはあり得る）

 ①資⾦⾯︓普遍的なカーボンプライシング不在のなか、CO2の回収・輸送・地下貯留すべてをカバーする費⽤補填の枠組みが国内／海外CCS問わず必要。
その枠組みの中で競争やコスト削減努⼒を促し、CCS事業の早期普及を図るべきではないか。

 ②制度⾯︓費⽤補填の対価として⽇本の便益に資するCO2貯留証明、ロンドン議定書対応に限らない網羅的かつ簡潔なCO2輸送⼿続き、⽇本から運ば
れたCO2の貯留後の責任、などに関する整理をお願いしたい。
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※その他・詳細の課題も今後協議させて頂きたい
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